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研究成果の概要（和文）：本研究では製品ライフサイクル上でIoTを活用する場合を想定し、どのように付加価
値創造し、評価するかという“具現化”の手順を示し、これを管理の道具として利用することの提案を行った。
PLM上の業務プロセス及び業務フローに着目し、IoTがPLMの視点からどのように付加価値創造に貢献するかを示
す手順の作成と例示を行った。
さらに、IoT経営を実践できる企画者、利活用者に着目した人材育成プログラムの到達目標と教育用としてのIoT
付加価値創造マップ活用手順について紹介する。

研究成果の概要（英文）：In this research, considering the case of utilizing IoT over the product 
life cycle, we propose a procedure of "realization" as to how to add value creation and evaluate and
 to use it as one of a tool of management. We focused on business processes and business flows on 
PLM and created and exemplified procedures showing how IoT contributes to value added creation from 
PLM's point of view.
In this research, we developed the goal of the human resource development program focusing on 
planners who can practice IoT management and users, and the procedure for using IoT added value 
creation map for education.

研究分野：社会科学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
経営戦略にもとづくIoTとPLMの有機的導入イメージの具現化は、産業界のものづくり現場においては極めて重要
かつ実践的な研究課題であり、学術的だけでなく社会的意義も高い。
PLMを活用するには、幅広い知識、汎用的技能、態度・志向性を総合的に活用することが必要であり、他分野の
研究者、企業関係者などによる学際的共同研究体制の確立によって、“ものづくり経営”で必要となる製品ライ
フサイクル全体を個々の講義（経営戦略，設計管理、調達管理、生産管理、システムマネジメント等）ではな
く、講義間の関連性を一気通貫で演習体験させ、ITに関する戦略や機能と効果を全体的に理解できる演習環境の
構築による教育効果は高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

PLM とは Product Lifecycle Management の略称で、「製品ライフサイクル管理」と呼ばれ、
「製造業において、企画・開発から設計、調達、製造、出荷、出荷後のサポートやメンテナンス、
生産・販売の打切りまで、製品にかかわるすべてのプロセスや情報を包括的に管理することであ
る。そして、その最新情報は、製品開発・販売・製造にかかわる社内だけでなく、社外のパート
ナーも含めた全ての人々が必要なときに迅速かつ確実に活用できる。研究代表者である石井成
美は、PLM を活用することによって、製品の開発期間の短縮、生産過程の効率化、タイムリー
な市場投入を実現し、企業収益の最大化を図ることができると考え、実践的な研究を進めてきた。
なお、国内で実際に PLM ソリューションを活用した研究に取り組んでいる学術機関は少数であ
る。 

 また、PLM システム構築の実務にも数多く携わり、PLM ソリューションの創出と実現に関す
る手法を 15 年前から実践研究し、その研究成果を発表してきた。しかしながら、その殆どが結
果として製品開発技術者のための便利なツールとしての導入に留まり、利用者や経営者の期待
する企業価値向上を実現できていない PLM システムをしばしば目にした。 

 そこで、具体的に PLM を活用できない真の原因を解決するためには、経営戦略にもとづく
PLM と技術経営（MOT）の有機的導入イメージを具現化することが必要との着想に至り、申請
者が科研費（基盤研究（c）平成 25～平成 27 年度）にて実施してきた『経営戦略にもとづくＰ
ＬＭと技術経営（MOT）の有機的導入プロセスの具現化』研究の中で、価値創造マップとして
独自に作成し、その成果を日本生産管理学会等で論文発表してきた。 

さらに近年では各種デバイスの高度化・低価格化やそれに伴うソフトウェア技術の発展によ
り、IoT（Internet of things）が注目を集めている。主に製造業においては、IoT 技術の導入・
普及によりバリューチェーンにおけるパラダイムシフトが起こることが期待されており、IoT に
関する論文や書籍はここ数年で爆発的に増加しているが、IoT 技術の活用について製品企画段階
から考慮し、実際に製品に取り込み、管理し、付加価値創出を行うための具体的な手法や方法論
についての議論は少ない。このような背景から、IoT を活用した 2 つのイノベーションと PLM

の有機的導入イメージを具現化することが必要との着想に至った。 

 

２．研究の目的 

PLM とは、主に製造業におけるグローバル対応に伴い、拡大するオペレーション、製品の市
場への早期投入、改良、サポート、撤退といったバリューチェーンにおける価値創出に必要不可
欠な概念およびシステムであり、他部門、他企業、多国籍間と連携し、迅速な意思決定とものづ
くりを行うことに貢献してきた。近年、製造業において IoT によりバリューチェーンにおける
パラダイムシフトが起こることが期待されている。 

本研究では、他分野の研究者、企業関係者などによる学際的共同研究体制を確立し、経営戦略
にもとづく IoT と PLM の有機的導入イメージを具現化するもので、戦略的ものづくりに必要
な PLM 実務スキルを体系化し、学生や社会人向けの教育プログラムを構築して、産業界、教育
界および地域社会分野への有効性を究明する。 

 

３．研究の方法 

初年度（29 年度）は、IoT 活用バリューチェーンの流れである収集、分析、制御、価値創造の
観点から IoT-PLM 価値創造マップを作成し、実際に企業に調査・活用することにより有効性を検
証する。次年度（30 年度）は、定義した IoT-PLM 価値創造マップを、実際の PLM ツールを活用
し、実際に目で見て操作ができる環境を構築することで理解しやすいように具現化する。最終年
度（31 年度）は、戦略的ものづくりに必要な PLM 実務スキルを体系化し、学生や社会人向けの
教育プログラムを構築して、学生向け演習カリキュラム、社会人向け教育講座の開講などにより、
産業界、教育界および地域社会分野への有効性を検証すると共に、その研究成果を社会・企業へ
も発信する。 
 
(1)平成 29 年度計画（経営戦略にもとづく IoT と PLM の有機的導入イメージを定義） 

IoT 活用バリューチェーンの流れである収集、分析、制御、価値創造の観点から IoT-PLM 価値
創造マップを作成し、実際に企業に調査・活用することにより有効性を検証する。 
 
(2)平成 30 年度計画（PLM ツールを活用した有機的導入イメージを具現化） 
経営戦略にもとづく IoT と PLM の有機的導入イメージを、IoT 活用バリューチェーンの流れで

ある収集、分析、制御、価値創造の観点から定義したものを、実際の PLM ツールを活用し、実際
に目で見て操作ができる環境を構築することで理解しやすいように具現化する。 
 
(3)平成 31 年度計画（PLM 実務スキルを体系化し、教育プログラムの有効性を検証） 
定義した IoT-PLM 価値創造マップならびに PLM ツールを活用して、具現化した操作環境をも

とに、戦略的ものづくりに必要な PLM 実務スキルを体系化し、学生や社会人向けの教育プログラ
ムを構築して、学生向け演習カリキュラム、社会人向け教育講座の開講などにより、産業界、教
育界および地域社会分野への有効性を検証する。 



４．研究成果 
(1)平成 29 年度は、経営戦略にもとづく IoT と PLM の有機的導入イメージを定義した。 
IoT 活用バリューチェーンの流れである収集、分析、制御、価値創造の観点から IoT-PLM 価値創
造マップを独自に作成し、実際に企業に調査・活用することにより、その有効性を検証した。 
具体的には、他分野の研究者、企業関係者などとの学際的な共同研究体制により、IoT-PLM 価

値創造マップを作成した。IoT には 2つのイノベーションがあり、次世代ものづくりとしてのバ
リューチェーンイノベーション実現は、企業規模における PLM プロセスでの業務改革の取り組
みの一つであり、重要な戦略的経営システムの一つとして位置づけられており、経営戦略にもと
づく IoT と PLM の有機的導入では、IoT 活用バリューチェーンの流れである収集、分析、制御、
価値創造の観点から IoT-PLM 価値創造マップを作成し、実際に企業に調査・活用することにより
有効性を検証した。 

 
表１ IoT-PLM 価値創造マップ（新規設計・設計変更プロセス）作成例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに、作成した IoT-PLM 価値創造マップをもと、PLM の業務プロセスに着目した技術経営診

断手法への活用として、技術経営診断シートおよび診断手法としても提案することが出来た。 
また、付加価値創造プロセスを実行できる IoT 人材および IoT スキル標準レベルを独自に定

義し、情報処理技術者団体の全国大会において説明した上で、パネルディスカッションやアンケ
ート調査などにより、その有効性を検証することが出来た。 
これらの検証結果は、各種学会の全国大会にて発表し、論文として学会誌へ掲載している。 

 
(2)平成 30 年度は、前年度に定義した「経営戦略にもとづく IoT と PLM の有機的導入イメージ」
をもとに、IoT 活用バリューチェーンの流れである「収集、分析、制御、価値創造」の観点から
定義したものを、実際の PLM ツールを活用し、目で見て操作ができる環境を構築することで理解
しやすい様に具現化した。これらの結果は、各種学会の全国大会にて発表し、論文として学会誌
へ掲載することができた。 
①「生産管理業務プロセスにおける IoT 付加価値創造の具現化」では、生産管理業務プロセスの
作業モデルに着目して、技術経営戦略にもとづく付加価値創造を実現するための IoT による施
策と、作業レベルまでの連鎖を具現化する道具として考案した｢IoT 付加価値創造シート」の作
成例を示した。 
②「付加価値創造を実現できる IoT 人材スキル標準定義」では、IoT 時代における付加価値創造
を実行できる IoT 人材タイプ、人材像、およびスキル標準の定義を行った。また、それぞれの人
材タイプに対して目指すべきスキル標準を 5段階のレベルに分け定義した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ IoT 付加価値創造プロセスおよび IoT 人材の定義 
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③「経営戦略にもとづく IoT と PLM の有機的結合の具現化」では、製品ライフサイクル上で IoT
を活用する場合を想定し、どのように付加価値創造し、評価するかという“具現化”の手順を示
し、これを管理の道具として利用することの提案を行った。 
④「PLM の業務プロセスに着目した技術経営診断手法の提案」では、これまで技術経営における、
業務プロセスに対する評価方法がなかったという問題を解決するための一つの手段として、技
術経営診断手法を提案し、「価値創造マップ」が、それぞれの指標ごと、どの程度できているか
を評価できるように、「技術経営診断シート」を作成した。 
 

表２ 技術・商品価値創造プロセスにおける技術経営診断シートの作成例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)最終年度に実施した研究実績の成果概要としては、IoT 実務スキルを体系化し、教育プログ
ラムの有効性を検証した。また定義した IoT-PLM 価値創造マップならびに PLM ツールを活用し
て、具現化した操作環境をもとに、戦略的ものづくりに必要な PLM 実務スキルを体系化し、学生
や社会人向けの教育プログラムを構築して、学生向け演習カリキュラム、社会人向け教育講座の
開講などにより、産業界、教育界および地域社会分野への有効性を検証することが出来た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 教育用 IoT 価値創造マップの活用手順 
 
開発した演習カリキュラムは以下の通りである。 

①IoT システム演習：IT システムの活用で製品情報を一気通貫することを体感する演習 
②ものづくり経営論：事業全体から見た“ものづくりを実践する主な業務”を体感する演習 



実際の教育プログラムは、令和元年 11 月 9日，10 日の二日間に渡って集合研修として実施し
た。なお、特定企業では無く、モデルケースを作成し、経営戦略を「品質問題対応」に特化して
実施した。 
グループディスカッションでは、4～5 名ずつに「営業／設計部門」「製造部門」「検査部門」の

3 チームに分かれて、モデルケースとなる企業のそれぞれの部門の立場として経営戦略への対応
を討議し、付加価値創造マップを作製していただき、その有効性を評価することが出来た。 

 
①付加価値創造マップの要件定義に対する有効性 
②教育プログラムの有効性 
③付加価値創造マップの情報の流れの俯瞰性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 有効性評価アンケート結果（抜粋） 
 
なお、これらの演習を開発する上で、演習用のテキストとして「経営戦略にもとづくＩＴ経営

と人材育成」「生産管理システムの理論と実践」「情報処理技術者試験 IT パスポート合格ノート
（改訂版）」の三冊を製本・出版することができた。 

 
今後、本研究の成果をもとに、IoT と PLM の有機的結合による具現化イメージを意識すること

により付加価値を創造し、競争力を持った強い企業として変化に適応していくことに役立つこ
とを期待する。 
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7システム導入時の品質向上：

6製造品質の向上：

5重要要件の明確化：

4要件の絞り込み：

3要件定義への落とし込み：

2業務要件の明確化：

1 経営戦略の浸透：

1.効果は期待できない 2.改善すれば効果有り 3.効果が期待できる

4.大いに効果有 NA.どちらとも言えない
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